長建協発第３６８号
平成１９年１２月１７日
各　支　部　長　様
社団法人　長崎県建設業協会　　　　
会　　長　谷村隆三　　　　
県内業者の営業所の取り扱いについて（追伸）

　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　標記について、平成１９年１１月２８日付け長建協発第３３８号にてお知らせしておりましたが、長崎県内の建設業者の合併等に係る特例要綱（平成１７年９月１５日制定）第５条第２項第１号に適合する営業所にあたっては、「合併等後、消滅（廃業）する会社の本社地域に置かれた新会社の営業所を本社と見なし取り扱うことができる。」とされているので、調査の対象としなくても良いことが追伸として、長崎県建設企画課長より別添のとおり通知がまいっておりますので、貴支部会員へご周知方よろしくお願い申し上げます。

参考）長崎県内の建設業者の合併等に係る特例要綱

　　　長崎県土木部ホームページ

　　　http://www.doboku.pref.nagasaki.jp/contents.html
　　　・　建設業関係

　　　　　　 ↓

・　長崎県入札関係　８．合併等に係る入札参加資格の取り扱いについて
